
大田区期間限定保育事業実施要綱

令和８年　月　日８こ保発第　号

（事業の目的）
第１条　この要綱は、待機児童対策として、保育所等の利用が保留となった児童を対象に、認可保育所の余裕スペース等を活用し、期間を限定して保育を提供する事業（以下「大田区期間限定保育事業」という。）の実施に関して必要な事項を定めるものとする。
　（定義）
第２条　この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。
(１)　定員
ア　子ども・子育て支援法（平成24年法律第65号。以下「支援法」という。）第31条第１項に規定する利用定員を超えて設定する定員をいう。
イ　第10条に規定する基準を満たす範囲において、大田区長（以下「区長」という。）と協議して定めるものとする。
(２)　施設　事業を行う事業所をいう。
(３)　事業者　事業を行う者をいう。
(４)　余裕スペース　令和８年４月１日現在の定員を減じることや定員の内訳を変更す　　ることなく拠出したスペースをいう。
（事業内容）
第３条　この事業は、次条に規定する対象児童に対して、第５条に規定する対象施設における余裕スペースを活用して保育を実施するものとする。
２　事業実施にあたっての必要な事項は、別記に定める。
（対象児童）
第４条　対象児童は、原則として次の各号に掲げる要件を全て満たす者とする。
(１)　大田区内在住の児童で、集団保育が可能であり、当該年度の初日の前日における年齢が１歳であること。
(２)　保護者（育児休業中の者を除く。）又は現に児童を看護する者（以下「保護者等」という。」が利用開始日現在、大田区保育の必要性の認定等に関する条例施行規則別表第１における類型のうち、外勤又は自営（月48時間未満を除く。）、内職、疾病、同居親族の看護（介護）、災害、就学（月48時間未満及び通信教育を除く。）その他の理由により継続して対象児童を保育することができない場合であること。
(３)　大田区保育の必要性の認定等に関する条例施行規則（令和７年８月20日第121号）第２条第１項に定める保育所等の利用申込みを行い、かつ、同条第８項第２号又は第３号により利用のあっせんが保留となっていること。
(４)　事業利用年度の利用申込みを継続していること。
(５)　東京都認証保育所事業実施要綱（平成13年５月７日12福子推第1157号）に規定する認証保育所又は企業主導型保育事業費補助金実施要綱（令和５年６月27日こ成保第70号）に規定する企業主導型保育事業を利用していないこと。
（対象施設）
第５条　対象施設は、児福法第39条第１項の規定により設置された大田区内の認可保育所で、次に掲げる要件全てに該当する施設とする。
(１)　支援法第31条の規定により区の確認を受け、適正な運営が実施されていること。
(２)　事業を実施するための余裕スペースが確保されていること又は余裕スペースの確保見込みがあること。
(３)　事業を実施するために必要な設備及び保育に従事する職員が確保されていること。
(４)　事業に関し、不正又は不誠実な行為をするおそれがないこと。
（実施期間）
第７条　実施期間は、開始日から当該年度の末日までとする。
（開所日）
第８条　開所日は、原則として次に掲げる日を除く毎日とする。
(１)　日曜日及び国民の祝日
(２)　年末年始（12月29日から１月３日まで）
（開所時間）
第９条　開所時間は、実施施設の開所時間とする。
（設備及び人員基準）
第10条　事業実施にあたっての設備及び人員は、本事業対象児童を含めた保育児童数に照らし、児童福祉法、保育所設置認可等事務取扱要綱（令和５年９月21日付け５福祉子保第509号決定）、その他大田区が定める条例等の関係法令等の基準を満たすものとする。
（利用申込）
第11条　利用者の申込みは、事業者に対して直接行うものとする。なお、本事業における申込みの受付は、原則、対象施設の開所時間内において随時行うこととし、事業者が利用申込みの可否を判断する。
２　申込みに当たっての様式及び利用決定までの手順は、事業者が別に定めるものとする。
３　利用に当たっては、事業者と利用者の間で必ず書面で契約することとし、利用契約は、次条の規定を遵守しなければならない。
（利用契約等）
第12条　事業者は、入所対象児童の保育について、次の各号に掲げる事項を内容に含む入所契約（以下「利用契約」という。）を保護者等との間で直接締結するものとする。
[bookmark: _Hlk240647937](１)　入所する児童の氏名及び生年月日
(２)　保護者等の氏名、続柄及び住所
　(３)　保育時間及び保育の期間
　(４)　児童の利用者負担額
　(５)　解約時の利用者負担額の取扱い
２　前項の規定により締結する契約書は、２通作成することとし、事業者及び保護者等の双方で各１通を保管するものとする。
３　事業者は、利用契約の締結に当たり、保護者等に対し、重要事項について書面にて説明すること。
４　事業者は、保護者等が契約を解除した場合、速やかに区へ報告するものとする。
５　事業の契約期間は、利用を開始した月が属する年度の末日までとする。
（利用者負担額等）
第13条　事業者が必要とする場合には、あらかじめ利用者負担額を設定することができる。
２　前項に定める利用者負担額は、１日（11時間まで）当たり3,025円を上限とする。ただし、１日11時間を超える利用の場合は、別途延長のための利用者負担額を徴収することができる。なお、延長料金は前条第３項に定める重要事項説明書に明記すること。
３　利用者負担額の額には、基本の利用者負担額のほか、保育に直接必要な保育材料費、光熱水費、給食費、補食代金及びこれらにかかる消費税相当分を含むものとする。
（実施・変更・廃止の手続き）
第14条　本事業を実施する事業者又は実施事業を変更し、若しくは廃止しようとする事業者は、区長が別に定める期日までに大田区期間限定保育事業（実施・変更・廃止）申請書（別記第１号様式）に必要な書類を添えて区長に提出しなければならない。
２　区長は、前項の規定による申請があったときはその内容を審査し、適当と認めるときは、大田区期間限定保育事業（実施・変更・廃止）承認通知書（別記第２号様式）により申請者に通知するものとする。
　（報告、助言及び指導等）
第15条　区長は、本事業に関し、必要があるときは、いつでも事業者に報告を求め、又は職員をして実地に調査させることができる。
２　区長は、次の各号に掲げる事項について、事業者に助言又は指導を行うことができる。
(１)　預かり内容等に関すること。
(２)　本事業に関する事故、過失等があった場合は、その内容に関すること。
(３)　その他区長が必要と認めること。
（指定の取消し）
第16条　区長は、次のいずれかの場合、指定を取り消すことができる。
(１)　保育内容や設備等に法令又は要綱等の重大な違反があったとき。
(２)　虚偽の補助金等の請求その他不正の事実が判明したとき。
(３)　前条の規定による調査・指導等に応じず、又は指導等が行われた内容について、改善がされないとき。
(４)　事業者が法人住民税を滞納し、これに対して区が納付を指導したにもかかわらず、なお納付をしないとき。
(５)　その他、事業の運営等に問題があり、取り消すことが適当であると区長が認めたとき。
２　区長は、前項に規定するいずれかの事由により指定の取消しを決定したときは、指定取消通知書により事業者に通知する。
（補助金の交付）
第17条　区長は、この要綱に基づく事業に関して、別に定める要綱により予算の範囲内において、次の事項について補助金を支出することができる。
(１)　運営費（空き定員補助）
(２)　利用世帯負担軽減
(３)　保育サービス推進加算
(４)　開設準備経費
（委任）
第18条　この要綱に定めるもののほか、大田区期間限定保育事業の実施に関して必要な項目は、こども未来部長が定める。
付　則
　この要綱は、決定の日から施行し、令和９年４月１日から適用する。










別記（第３条関係）

事業実施に当たって留意が必要な事項

１　保育所保育指針を踏まえ、児童の育ちに関する計画や記録を作成すること。

２　施設は、利用可能枠の範囲において利用の申込みがあった場合には、当該児童の受け入れをしなければならない。ただし、職員配置及び事業所の機能等の正当な理由により本事業の提供が困難である場合には、その具体的な理由とともに区に報告しなければならない。

３　施設が、利用中に配慮が必要であると確認した家庭については、区に報告するとともに、区と協力し、関係機関との連携を図ること。

４　対象となる児童を養育する保護者に対して、必要に応じて面談や子育てに係る助言を行うほか、その他の必要な援助を行うこと。
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５　本事業の実施に当たっては、各施設等の運営に支障がないよう職員配置や設備基準について十分に留意すること。

６　預かり中に事故が生じた場合には、民間保育所に対する運営費実施要綱（令和８年２月６日７こ子発第15290号）第17条に準じて、速やかに報告すること。

７　事業者は、対象児童に対する本事業の提供により事故が発生した場合は、速やかに大田区及び当該対象児童の家族等に連絡を行うとともに、必要な措置を講じなければならない。

８　事業者は、対象児童に対する本事業の提供により賠償すべき事故が発生した場合は、損害賠償を速やかに行わなければならない。

９　対象児童の家庭において不適切な養育の疑いを確認した場合には、関係機関と情報共有すること。

10　支援法第27条第１項に規定する特定教育・保育、第29条第１項に規定する特定地域型保育又は第30条第１項第４号に規定する特例保育の利用の対象となる児童に準じ、児童の健康状態の把握に努めること。ただし、全ての児童について健康診断等を一斉に実施することが困難な場合には、利用者から個別に診断書を徴することとしても差し支えない。

11　本事業の職員及び管理者は、正当な理由がなく、その業務上知り得た対象児童又はその家族の秘密を漏らしてはならない。

12　事業者は、当該本事業の職員であった者が、正当な理由がなく、その業務上知り得た対象児童又はその家族の秘密を漏らすことがないよう、必要な措置を講じなければならない。

13　事業者は、特定教育・保育施設等、他の本事業者、地域子ども・子育て支援事業を行う者その他の機関に対して、対象児童に関する情報を提供する際には、あらかじめ文書により対象児童に係る保護者の同意を得ておかなければならない。

14　給食等の提供については、利用者に対応状況が分かるよう周知を行うとともに、提供を行う場合においては、衛生管理やアレルギー対応など、適切な実施に留意すること。

